
  

 

 
 

平成30年６月期  第１四半期決算短信〔日本基準〕（連結） 

        平成29年11月10日

上場会社名 株式会社ナガオカ 上場取引所   東

コード番号 6239 ＵＲＬ  http://www.nagaokajapan.co.jp/ 

代表者 （役職名） 代表取締役社長 （氏名）梅津 泰久 

問合せ先責任者 （役職名） 取締役管理本部長 （氏名）楯本 智也 ＴＥＬ  0725(21)5750 

四半期報告書提出予定日 平成29年11月13日 配当支払開始予定日 － 

四半期決算補足説明資料作成の有無： 無 

四半期決算説明会開催の有無      ： 無 

 

  （百万円未満切捨て）

１．平成30年６月期第１四半期の連結業績（平成29年７月１日～平成29年９月30日） 

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属する 

四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

30年６月期第１四半期 873 64.3 58 － 150 － 67 － 

29年６月期第１四半期 531 18.4 △85 － △98 － △67 － 
 
（注）包括利益 30年６月期第１四半期 125 百万円 （－％）   29年６月期第１四半期 △106 百万円 （－％） 
 

 
１株当たり 

四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

30年６月期第１四半期 19.38 － 

29年６月期第１四半期 △32.40 － 

 

（２）連結財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 

  百万円 百万円 ％ 

30年６月期第１四半期 6,685 2,331 29.4 

29年６月期 6,887 2,205 27.2 
 
（参考）自己資本 30年６月期第１四半期 1,964 百万円   29年６月期 1,870 百万円 

 

２．配当の状況 

  
年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 
  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 
29年６月期 － 0.00 － 0.00 0.00 
30年６月期 －         
30年６月期（予想）   0.00 － 0.00 0.00 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無 

 

 

３．平成30年６月期の連結業績予想（平成29年７月１日～平成30年６月30日） 

  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属 
する当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 
第２四半期（累計） 2,198 81.1 97 － 108 － 74 － 21.25 

通期 4,188 44.4 211 － 201 － 124 － 35.49 

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無 

 



※  注記事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：有 

（注）詳細は、添付資料「２．四半期連結財務諸表及び主な注記 （３）四半期連結財務諸表に関する注記事項（四半期連結財務諸表の

作成に特有の会計処理の適用）」をご覧ください。 

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：無 

②  ①以外の会計方針の変更                      ：無 

③  会計上の見積りの変更                        ：無 

④  修正再表示                                  ：無 

 

（４）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 30年６月期１Ｑ 3,539,200 株 29年６月期 3,539,200 株 

②  期末自己株式数 30年６月期１Ｑ 39,288 株 29年６月期 25,088 株 

③  期中平均株式数（四半期累計） 30年６月期１Ｑ 3,505,777 株 29年６月期１Ｑ 2,076,000 株 

 

※  四半期決算短信は四半期レビューの対象外です。 

 

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づい

ており、実際の業績等は様々な要因により予想数値と大きく異なる可能性があります。なお、業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利

用にあたっての注意事項については、添付資料「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説

明」をご覧ください。 

 



○添付資料の目次

 

１．当四半期決算に関する定性的情報 …………………………………………………………………………………… 2

（１）経営成績に関する説明 …………………………………………………………………………………………… 2

（２）財政状態に関する説明 …………………………………………………………………………………………… 2

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 ……………………………………………………………… 2

  ２．四半期連結財務諸表及び主な注記 …………………………………………………………………………………… 3

（１）四半期連結貸借対照表 …………………………………………………………………………………………… 3

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 ……………………………………………………… 5

四半期連結損益計算書  

第１四半期連結累計期間 ……………………………………………………………………………………… 5

四半期連結包括利益計算書  

第１四半期連結累計期間 ……………………………………………………………………………………… 6

（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項 ………………………………………………………………………… 7

（継続企業の前提に関する注記） ………………………………………………………………………………… 7

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） ………………………………………………………… 7

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用） ……………………………………………………… 7

（追加情報） …………………………………………………………………………………………………………  

（セグメント情報等） ……………………………………………………………………………………………… 7

３．その他 …………………………………………………………………………………………………………………… 8

継続企業の前提に関する重要事象等 …………………………………………………………………………………… 8

 

- 1 -

株式会社ナガオカ（6239）　平成30年６月期第１四半期決算短信



１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

 当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済状況は、企業収益や雇用環境の改善を背景に緩やかな回復基調

で推移しました。一方、海外経済は、中国をはじめとするアジア新興国の経済減速懸念や欧米の政治動向の影響が

懸念されるなど、先行きが不透明な状況が続いています。 

 当社グループを取り巻く環境は、国内の水関連事業では、東京オリンピックに向けた官公庁によるインフラ整備

や民間の設備投資等の需要が見込まれる一方、海外の水関連事業では、水処理設備に対する需要はあるものの、政

治・経済の動向に影響を受け易く、案件の具体化に時間を要しています。また、エネルギー関連事業では、原油価

格の変動や世界経済の良し悪しがプラント・オーナーの投資判断を左右している状況が継続しています。このよう

な状況の中、国内の水関連事業においては、従来の官庁営業に加え、インフラ整備工事やリネン業界への営業を行

っており、海外の水関連事業においては、導入実績や引き合いのある地域に範囲を絞って営業を行っています。エ

ネルギー関連事業においては、過剰な工場設備を改め、当社貝塚工場の移転及び規模縮小を進め、姫路工場へ移転

を完了しています。 

 以上の結果、当社グループの当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高873,802千円（前年同四半期比64.3％

増）、営業利益58,455千円（前年同四半期は営業損失85,398千円）、保険解約益等により経常利益150,554千円

（前年同四半期は経常損失98,481千円）、工場移転費用の発生等により親会社株主に帰属する四半期純利益67,958

千円（前年同四半期は親会社株主に帰属する四半期純損失67,268千円）となりました。 

 

 セグメント別の業績は、以下のとおりです。

 

 ① 水関連事業

国内では、既存の取水設備の更新需要を確実に取り込むとともに、東京オリンピックに向けたインフラ整備工

事の需要を新たに取り込みました。海外では、新たに建設される水処理施設に採用されたケミレスの受注が確定

し、設計及び製作を進めています。その結果、売上高は280,542千円（前年同四半期比19.2％増）、セグメント

利益は52,545千円（前年同四半期比268.3％増）となりました。 

 

 ② エネルギー関連事業

前連結会計年度第４四半期に受注した複数の大型案件の製造を進めた結果、売上高は593,260千円（前年同四

半期比100.3％増）、セグメント利益は86,821千円（前年同四半期比1,400.3％増）となりました。 

 

（２）財政状態に関する説明 

当第１四半期連結会計期間末の資産合計は6,685,971千円となり、前連結会計年度末に比べ201,807千円減少しま

した。これは主に、仕掛品が96,661千円増加する一方で、売上債権の回収により受取手形及び売掛金が287,725千

円減少したことによるものです。 

負債合計は4,354,744千円となり、前連結会計年度末に比べ327,112千円減少しました。これは主に、その他流動

負債が146,955千円増加した一方で、1年内返済予定の長期借入金が393,920千円、長期借入金が48,328千円、社債

が30,000千円それぞれ減少したことによるものです。 

純資産合計は2,331,227千円となり、前連結会計年度末に比べ125,305千円増加しました。これは主に、親会社株

主に帰属する四半期純利益の計上により利益剰余金が67,958千円増加したことに加え、為替換算調整勘定が35,266

千円増加したことによるものです。 

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

 平成30年６月期の連結業績は、平成29年８月10日に発表しました業績予想から変更はありません。 
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：千円） 

  前連結会計年度 
（平成29年６月30日） 

当第１四半期連結会計期間 
（平成29年９月30日） 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 2,365,874 2,339,372 

受取手形及び売掛金 1,702,888 1,415,163 

商品及び製品 3,565 3,093 

仕掛品 167,842 264,504 

原材料及び貯蔵品 482,833 510,962 

繰延税金資産 52,202 33,875 

その他 145,269 193,291 

貸倒引当金 △28,477 △22,655 

流動資産合計 4,891,999 4,737,607 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 1,058,162 1,068,092 

機械装置及び運搬具（純額） 315,999 313,536 

リース資産（純額） 169,285 165,809 

建設仮勘定 － 5,210 

その他（純額） 74,157 70,664 

有形固定資産合計 1,617,605 1,623,312 

無形固定資産 276,900 280,725 

投資その他の資産    

繰延税金資産 863 528 

その他 123,776 65,993 

貸倒引当金 △23,365 △22,196 

投資その他の資産合計 101,274 44,325 

固定資産合計 1,995,780 1,948,363 

資産合計 6,887,779 6,685,971 
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    （単位：千円） 

  前連結会計年度 
（平成29年６月30日） 

当第１四半期連結会計期間 
（平成29年９月30日） 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 337,418 367,462 

短期借入金 1,806,000 1,784,300 

1年内返済予定の長期借入金 1,363,769 969,849 

1年内償還予定の社債 80,000 70,000 

未払法人税等 16,039 19,837 

繰延税金負債 6,158 6,204 

賞与引当金 3,322 18,188 

工事損失引当金 － 301 

資産除去債務 65,314 65,314 

その他 286,517 433,472 

流動負債合計 3,964,540 3,734,931 

固定負債    

社債 60,000 30,000 

長期借入金 180,070 131,742 

違約金負担損失引当金 243,907 251,460 

退職給付に係る負債 85,439 68,642 

資産除去債務 8,536 8,569 

繰延税金負債 1,453 1,517 

その他 137,910 127,880 

固定負債合計 717,316 619,812 

負債合計 4,681,857 4,354,744 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,253,241 1,253,241 

資本剰余金 1,275,938 1,275,938 

利益剰余金 △778,488 △710,530 

自己株式 △21,041 △21,041 

株主資本合計 1,729,649 1,797,607 

その他の包括利益累計額    

繰延ヘッジ損益 △274 △9,533 

為替換算調整勘定 141,295 176,562 

その他の包括利益累計額合計 141,021 167,028 

非支配株主持分 335,251 366,591 

純資産合計 2,205,921 2,331,227 

負債純資産合計 6,887,779 6,685,971 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    （単位：千円） 

 
 前第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年７月１日 

 至 平成28年９月30日) 

 当第１四半期連結累計期間 
(自 平成29年７月１日 
 至 平成29年９月30日) 

売上高 531,680 873,802 

売上原価 361,761 623,976 

売上総利益 169,919 249,826 

販売費及び一般管理費 255,317 191,370 

営業利益又は営業損失（△） △85,398 58,455 

営業外収益    

受取利息 268 563 

為替差益 － 21,171 

スクラップ売却益 6,141 8,212 

保険解約益 － 49,988 

受取補償金 － 21,855 

補助金収入 4,425 4,049 

その他 3,472 2,243 

営業外収益合計 14,308 108,083 

営業外費用    

支払利息 8,584 7,251 

為替差損 16,088 － 

支払手数料 2,637 2,224 

その他 80 6,508 

営業外費用合計 27,392 15,984 

経常利益又は経常損失（△） △98,481 150,554 

特別利益    

固定資産売却益 301 893 

特別利益合計 301 893 

特別損失    

固定資産除却損 22 1,583 

工場移転費用 － 25,211 

特別損失合計 22 26,795 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△） 
△98,203 124,653 

法人税等 △12,718 36,233 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △85,485 88,419 

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△） 
△18,217 20,461 

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△） 
△67,268 67,958 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    （単位：千円） 

 
 前第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年７月１日 

 至 平成28年９月30日) 

 当第１四半期連結累計期間 
(自 平成29年７月１日 
 至 平成29年９月30日) 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △85,485 88,419 

その他の包括利益    

繰延ヘッジ損益 3,373 △9,258 

為替換算調整勘定 △23,933 46,144 

その他の包括利益合計 △20,560 36,885 

四半期包括利益 △106,045 125,305 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △78,691 93,965 

非支配株主に係る四半期包括利益 △27,353 31,339 

 

- 6 -

株式会社ナガオカ（6239）　平成30年６月期第１四半期決算短信



（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

① 原価差異の繰延処理 

操業度の時期的な変動により発生した原価差異は、原価計算期間末までにほぼ解消が見込まれる場合、当該原

価差異を流動資産（その他）として繰り延べています。

 

② 税金費用の計算 

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しています。

ただし、当該見積実効税率を用いて算定すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用

する方法によっています。

 

（追加情報）

工事進行基準の進捗率の見積方法については、従来、「直接作業時間比率」で測定していました。しかしなが

ら、平成29年８月10日に公表した中期経営計画に基づき、当社グループの主力セクターを「エネルギー」から

「水」へ変更したこと、貝塚工場の移転縮小にともない国内製造のインターナルの一部を外注化し、生産体制を見

直したことにより、「原価比例法」による測定が実態に基づく進捗をより合理的に反映できると判断し、当第１四

半期連結累計期間に着手した工事契約から「原価比例法」に変更しています。

これにより、従来の方法と比べて、当第１四半期連結累計期間の売上高は11,710千円増加し、営業利益、経常利

益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ8,626千円増加しています。 

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しています。 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】 

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成28年７月１日 至 平成28年９月30日） 

 １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

          (単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 

（注）１ 

四半期連結損益 
計算書計上額 
（注）２   エネルギー関連 水関連 計 

売上高          

外部顧客への売上高 296,232 235,447 531,680 － 531,680 

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
－ － － － － 

計 296,232 235,447 531,680 － 531,680 

セグメント利益 5,786 14,268 20,054 △105,453 △85,398 

 （注）１．セグメント利益の調整額△105,453千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用です。全社費用

は、主に、各報告セグメントに帰属しない役員及び管理部門に係る人件費、経費等の一般管理費です。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っています。 

 

 ２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成29年７月１日 至 平成29年９月30日） 

 １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

          (単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 

（注）１ 

四半期連結損益 
計算書計上額 
（注）２   エネルギー関連 水関連 計 

売上高          

外部顧客への売上高 593,260 280,542 873,802 － 873,802 

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
－ － － － － 

計 593,260 280,542 873,802 － 873,802 

セグメント利益 86,821 52,545 139,366 △80,911 58,455 

 （注）１．セグメント利益の調整額△80,911千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用です。全社費用は、

主に、各報告セグメントに帰属しない役員及び管理部門に係る人件費、経費等の一般管理費です。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。 

３．「追加情報」に記載のとおり、工事進行基準の進捗率の見積方法については、従来、「直接作業時間比率」

で測定していました。しかしながら、平成29年８月10日に公表した中期経営計画に基づき、当社グループの

主力セクターを「エネルギー」から「水」へ変更したこと、貝塚工場の移転縮小にともない国内製造のイン

ターナルの一部を外注化し、生産体制を見直したことにより、「原価比例法」による測定が実態に基づく進

捗をより合理的に反映できると判断し、当第１四半期連結累計期間に着手した工事契約から「原価比例法」

に変更しています。

これにより、従来の方法と比べて、当第１四半期連結累計期間の売上高が「水関連」で11,710千円増加し、

セグメント利益が「水関連」で8,626千円増加しています。 

なお、「エネルギー関連」に与える影響はありません。 

 

 ２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。

 

３．その他

継続企業の前提に関する重要事象等

 当社グループは、前連結会計年度まで継続して営業損失を計上していたことにより、継続企業の前提に重要な疑義

を生じさせるような事象又は状況が存在していました。 

 当社は、これらの事象又は状況に対応すべく、以下のとおり、収益力の改善を推し進め、業績回復に努めていま

す。 

 国内の水関連事業では、東京オリンピックに向けた官公庁によるインフラ整備や民間の設備投資等の需要が見込ま

れ、従来の官庁営業に加え、インフラ整備工事やリネン業界への営業を行っています。海外の水関連事業では、導入

実績や引き合いのある地域に範囲を絞って営業を行っています。これらの需要を着実に取り組み、実績を積み上げる

ことで、当社技術の浸透及び当社製品の認知度向上を図り、受注拡大を通じて収益基盤の確立を目指しています。 

 エネルギー関連事業では、原油価格の変動や世界経済の良し悪しがプラント・オーナーの投資判断を左右している

状況が継続しています。このような状況の下、過剰な工場設備を改め、当社貝塚工場の移転及び規模縮小を進め、姫

路工場へ移転を完了しています。これにより、利益を確保できる案件にターゲットを絞った営業活動を行うことが可

能となり、獲得できる利益の最大化を目指しています。 

 これらの結果、当第１四半期連結累計期間において、営業利益、経常利益及び親会社株主に帰属する四半期純利益

を計上しており、また、前連結会計年度末において協議中であったコミットメントライン契約については、平成29年

10月５日付で、平成30年10月４日までの期限延長を行っています。また、今回のコミットメントライン契約の期限延

長に参加しなかった金融機関については、相対取引への切り替えを行い、当社に対する与信枠を増額した上で、取引

を継続しており、財務面に支障はないものと考えています。 

 以上のことから、前連結会計年度まで継続して営業損失を計上していたことにより、継続企業の前提に重要な疑義

を生じさせるような事象又は状況が存在しているものの、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないも

のと判断しています。 
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